





















 2011 年 11 月 25 日、ドイツ連邦参議院は、10 月 20 日に連邦議会が可決した家族介護
期間法（Familienpflegezeitgesetz: FPfZG）案を承認した。高齢化率 1 が日本と並び世界
のトップクラスにあるドイツで、今後ますます深刻化する高齢者の介護に対する新たな施
策として期待されている。 
2012 年 1 月 1 日に発効した同法は、家族または親族の介護のためであれば、たとえば










 法律は全部で 4 条から構成される。第 1 条では、法律の目的（第 1 項）や家族介護期間
の規定（第 2 項）といった家族介護期間制度の基本理念が述べられる。次いで制度利用の
手続きの仕方（第 3 項）や保険（第 4 項）など、同法を新たな労働契約として履行するに
あたっての詳細が 15 項目にわたって説明される 2。第 2 条と第 3 条では、同法の施行に伴
って一部改変された社会法典第 3 編（労働促進）、社会法典第 11 編（介護保険）の改正箇
所が記される。  
 家族介護期間法の目的は明確である。仕事と家族の在宅介護を両立させることである。




















同制度を利用すると、労働者（被雇用者）は、家族介護期間中つまり最長 2 年（24 か月）
の間、介護を必要とする家族・親族を、老人ホームなどの施設ではなく家庭的環境のなか









































のは、2010 年 2 月にさかのぼる。当時は、家族介護期間の法律上の請求権を認める方針
が示されたが、経済界と自由民主党（FDP）の猛反対にあう。家族介護期間の法的請求権
を認めるか否かは、今なお同法の争点の中心となっている。  
2011 年 2 月、今度は家族・高齢者・女性・青尐年のための連邦省が、介護と仕事の両立
のための法案を提示する。3 月、同法案をシュレーダー連邦家族大臣が内閣に提出する。
















律「高齢者［定年前］短時間労働法」（Altersteilzeitgesetz: AltTZG）が、1996 年 7 月か
らの施行（2011 年 6 月改正）以来、着実に利用実績を上げているからである 9。 
この法律を活用すると、労働者は、労働時間をスライド式に短縮または早期退職して、
















 2010 年の統計 10 によると、ドイツに 65 歳以上の高齢者は約 1700 万人いる。総人口約
8200 万人のうちの 20.7%、つまり 5 人に 1 人が高齢者である。2050 年には、65 歳以上が
31.71%、80 歳以上が 13.99%と推計される。高齢男女の比率は、女性 57%、男性 43%と
女性の割合が高い。その理由としては、平均寿命の差 11、第二次世界大戦の影響などが指
摘されている。 




































このような高齢者の生活様式の変化を受けて、2012 年 2 月、デュッセルドルフを州都
とするノルトライン・ウェストファーレン州政府保健省は、介護サービスの提供も可能な
高齢者専用の住居共同体の設立を促進するために、新たな助成計画に着手し始めた。遅く




















 以上のような高齢者のうち、介護を必要とする者の平均年齢は 79.7 歳である。そのうち
女性が 68.5%を占める。家族介護者の続柄は、多い順に、子供 53.4%、パートナー18.4%、
嫁や婿 9.0%、兄弟姉妹 3.0%、甥や姪 2.8%である。主な家族介護者は、女性が 76.1%と最

































要介護度は、介護 1 級（1 日 1 回介護を必要とする）、介護 2 級（1 日 3 回介護を必要



























































1 EU 加盟国のうちで高齢化率の高い上位 3 カ国は、1 位がドイツ（20.7%）、2 位がイタ
リア（20.2%）、3 位がギリシア（18.9%）である（2010 年 1 月現在）。日本の高齢化率は
ドイツより高く、同じ 2010 年の統計（高齢社会白書、平成 23 年版）によると、23.13%
である。 
2  家族介護期間の終了（5 条）、貸付金の返済方法（6 条）、償還請求（7 条）、被雇用者の
不払い弁済・請求の移行（8 条）、労働法上の諸規定（9 条）、その他の規定（10 条）、家族
介護期間の証明（11 条）、手続き方法（12 条）、管理当局の指示（13 条）、過料の指示（14
条）、資金調達（15 条）。 
3  6 カ月以内の介護休業期間を認める制度。介護休業期間中、社会保険（年金・疾病・介
護・失業）は適用されるが、無給である。家族・親族が突然要介護となった場合には、緊
急措置として短期（10 日間）の介護休業制度も利用できる。  
4 家族介護期間法案を内閣に提出するにあたってシュレーダー連邦家族大臣が語った言
葉。 
5 1 週あたり 15 時間まで短縮できる。週当たりの規定労働時間が変則的である場合は、1




1.99%（例：支援額 500 ユーロの場合、保険料は 9.95 ユーロ）と格安になっている。  
参照：BNP パリバ・カーディフ保険ドイツのプレスリリース
(http://www.cardif.de/pressemeldung/?newsID=27)。 
7  Siebter Familienbericht ： Familie zwischen Flexibilität und Verlässlichkeit – 
Perspektiven für eine lebenslaufbezogene Familienpolitik und Stellungnahme der 
Bundesregierung（Drucksache 16/1360） 
8 ウルリッヒ・ローマン（青井秀夫・阪本恭子・新津和典訳）「成年後見法制へのドイツ
の選択肢」p.112．（『岡山商大論叢』第 47 巻、第 2 号、2011 年）。 
9 1997 年から 2007 年までの 10 年間で、約 10 万件の利用が報告されている。  
10 EU 加盟国の最新の人口の動向については、eurostat の次のサイトを参照。 
（http://epp.eurostat.ec.europa.eu/statistics_explained/index.php/Main_Page） 
ドイツ国内の人口動向と高齢者の現状については、連邦統計庁の報告書（ Im 
Blickpunkt: Ältere Menschen in Deutschland und der EU, 2011）および次のサイト
を参照（http://www.destatis.de/jetspeed/portal/cms/）。 
11 ドイツの平均寿命（2007 年～2009 年の統計）は、女性が 82.5 歳、男性が 77.3 歳であ
る。 
12 ドイツの定年は現在のところ 65 歳であるが、今後 20 年間で 67 歳定年制へと移行する







14 Zeit für Fanilie; Ausgewählte Themen des 8.Familienberichts. Bundesministerium 
für Familie, Senioren, Frauenund Jugend, 2011. 
15  松本勝明『ドイツ社会保障論Ⅲ―介護保険―』信山社、2007 年、pp.29-38． 
16  2011 年 12 月、ミュンヘン区裁判所は、老人ホーム（Caritas Altenheim St. Nikolaus）
の 25 歳の介護職員に、入居者に身体的・心理的虐待を犯した罪で、1 年 9 カ月の執行猶予
付き判決と 5 年間の職務禁止処分を下した。 
